
平成２１年度追跡調査・検証結果 

 

１．追跡調査・検証の趣旨 

農林水産研究が社会・経済に及ぼす効果を把握し、研究開発評価の高度化、研究開発

の企画・立案等に資するため、研究終了後一定期間経過後の研究成果の普及・活用状況

の調査・分析を行う。 

 

２．調査内容 

 （１）調査対象 

平成 15～19 年度に公表された「普及に移しうる成果」973 件を調査対象とした（うち 68 件

は回答なし）。 

該当する研究成果の研究実施機関別の件数、関係する主な研究資金は以下のとおり。 

研究実施機関※ 件数 主な研究資金 

独立行政法人 等 612 運営費交付金、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金 

都道府県 等 222 都道府県助成事業費、指定試験事業費、競争的研究資金 

大学・民間 等  71 競争的研究資金 

計 905  

※中心的な研究実施機関ごとの件数の整理であり、他の類型に属する研究実施機関が共同研究機

関として参画している場合がある（例えば、「独立行政法人等」では、共同研究機関として都道府県、

大学・民間等を含む場合がある）。 

 

 （２）調査項目（別紙） 

調査対象の各研究成果について、中心的な研究実施機関に普及・活用状況等の照会を

行った。その回答については、技術会議事務局において以下の定義（詳細は別紙）に基づ

き普及・活用ランクの妥当性を確認し、必要に応じ修正の上、集計を行った。 

 

 ①現在の成果の普及・活用状況 

ランク 定義 備考 

Ａ 経済活動等で活用されている 

（製品化段階または上市段階） 

普及・活用の程度を示す数値の明

示を必須とする 

Ｂ 現時点で経済活動等に活用されていないが、

近い将来、活用される可能性がある 

（研究段階または技術開発段階） 

実用・実証試験等、普及に向けた具

体的活動が行われているもの 

Ｃ 現時点で経済活動等に活用されていない ランクＢを除く 

 ②ランクＡの場合、普及・活用の程度を示す数値 

 ③ランクＢ及びＣの場合、その状況及び普及・活用のネックとなっている要因 



３．調査結果 

（１）ランク別内訳について 

調査対象のうち有効回答の得られた 905 件の普及・活用ランク別内訳は、ランクＡが 59%、

ランクＢが 32%、ランクＣが９%である。これらの数値は前年調査結果の割合（ランクＡが 55%、

ランクＢが 35%、ランクＣが 10%）とほぼ同じ状況である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                           

（２）公表年次別ランク割合について 
公表年次別普及・活用ランク割合の推移については、成果公表後ランクＡが徐々に進展

し、４年目・５年目には 60%を超える状況であるが、５年目は 20%弱がランク C に該当する。 
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ｎ= 905 



その要因としては、公表後の年数を経過するにつれて、中間段階にあるランクＢのブレ

ークスルーにより一方はランクＡに到達し、もう一方は活用されずにランクＣに落ち込むとい

う二極化が進んでいる点が考えられる。 

 

（３）公表年次別ランク割合（調査４ヵ年累計）について 

本調査は平成 18 年より開始し、同一成果について４ヵ年分のデータが蓄積したことから、

前年調査と同様に、調査４ヵ年のデータを累計した公表年次別ランク割合を確認した。 

 

成果公表後 

経過年数 

累計データ 

１年目 
H16 公表成果（H18 調査）+H17 公表成果（H19 調査）+H18 公表成果（H20 調査） 

+H19 公表成果（H21 調査） 

２年目 
H15 公表成果（H18 調査）+H16 公表成果（H19 調査）+H17 公表成果（H20 調査） 

+H18 公表成果（H21 調査） 

３年目 
H14 公表成果（H18 調査）+H15 公表成果（H19 調査）+H16 公表成果（H20 調査） 

+H17 公表成果（H21 調査） 

４年目 H14 公表成果（H19 調査）+H15 公表成果（H20 調査）+H16 公表成果（H21 調査） 

５年目 H14 公表成果（H20 調査）+H15 公表成果（H21 調査） 

 

その結果、各ランクの割合の増減については、【表１】と同様の傾向を示しているが、より
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明確な増減傾向（ランクＡ及びランクＣは年数経過につれて増加、ランクＢは年数経過につ

れて減少）が明らかとなった。 

 

（４）その他 

前年調査において試行的に実施した「各ランクの状態・要因による再分類化」を以下によ

り行った。 

ランク 状態 

Ａ：進展 ランクＡの中で、前年よりも普及・活用の状況に進展がみられるもの 

Ａ：停滞 ランクＡの中で、停滞状況にあるが、まだ進展の見込みがあると判断されるもの 

Ａ：飽和 ランクＡの中で、停滞状況にあり、これ以上の進展が見込めないと判断されるもの 

Ｂ：実用 ランクＢの中で、商品化企画段階・種苗増殖中等、経済活動への移行が明確なもの 

Ｂ：実証 ランクＢの中で、改良中等、実用段階前の実証試験段階にあるもの 

Ｂ：飽和 ランクＢの中で、停滞状況にあり、ランクＡへの移行が困難であると判断されるもの 

 

ランク ランク C になった要因 

C 社会的要因 ： ニーズ低下、経済状況、制度による制限等 

C 技術的要因 ： 機能、コスト等 

C 複合的要因 ： 社会的要因かつ技術的要因 

 

再分類化の結果については以下のとおりである。 
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その結果、ランクＡにおいては、全体の 75%が進展している状況であり、まだ進展の見込

みがあると判断される停滞を含めると、８割強がそれに該当した。 

ランクＢにおいては、ランクＡに近い実用段階が６割を超え、準備段階の実証が３割強で、

ランクＢのほとんどが中途の段階にあることが判明した。 

ランクＣは、全ての成果の１割程度であるが、そのうち６割強が技術的な阻害要因、３割

弱が社会的阻害要因により普及・実用化に至っていないという結果となった。 

 

５．本調査のまとめ 

（１）追跡調査の意義 

本調査は、旧農林水産研究基本計画（平成 17 年３月農林水産技術会議決定）において

その実施が明記され、これを受けて平成 18 年より実施しているものである。その後、平成

22 年３月に決定された新農林水産研究基本計画においては、本調査の強化と多面的な分

析の実施が謳われている。 

研究成果を本計画の理念に掲げる社会貢献につなげるためには、第一に研究開発した

技術が「成果物」として普及・活用されることが肝要であり、さらに、その後の追跡調査で普

及・活用状況や経済的・社会的効果等を可能な限り正確に把握・分析することによって、①

確度の高い多面的研究開発評価の確立、②より必要性の高いニーズへの研究開発の重

点化、③研究開発の意義・内容の国民に対する情報開示・説明責任、等々が可能になるも

のと考えられる。 

また、本調査の施行から４年が経過し、普及・活用につながる研究成果を創出すること

の重要性に関して、各研究実施機関での意識の高まりが醸成されつつあると考えられ、本

調査はそういった啓発的役割も果たしている（④研究実施機関における自己改革の促進）

という点においても、必要性は非常に高いと考えられる。 
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（２）追跡調査の今後の進め方 

本調査は平成 18 年より施行し、公表された「普及に移しうる成果」を調査対象とし、成果

公表後５年間継続して検証してきたところである。非常に多くの成果を対象に広く浅く調査

する一方、調査結果の検証についての掘下げが不十分であるという課題を抱えており、今

般、調査方法の抜本的な見直しが必要であると考える。 

具体的には、経済的観点や社会貢献の観点からの検証を重点的に行うため、調査対象、

調査時期を見直すこととしたい。 

 

 



別紙

普及・活用ランク分類の基準

ランク 各ランクに該当する状況の例示

Ａ ①農業現場等にある程度導入。

経済活動等で 指 標 独法成果の場合 都道府県等の場合

活用されてい 農家戸数 50 戸 10 戸

る 作付面積

稲・麦・大豆・飼料作等 50 ha 10 ha

野菜・果樹・茶等 25 ha 5 ha
（注）農家戸数または面積で上の実績が確認されていることをＡランクの目安とする（生産

量、家畜頭数、種苗生産量、農業用機械台数、肥料・農薬生産量等の数値については、

それらから想定される農家戸数や面積で判断）。ただし、集約的な生産が行われている

品目は、上記基準より少ない面積でも可とする等、対象作物や技術の性格も勘案する。

②製品の販売または自社で活用。

③特許許諾、種苗許諾（許諾料収入あり）。

④検査機関等での活用。

⑤国や地方公共団体の政策判断、技術指針、事業現場・事業計画等に

活用。

⑥農村振興にかかる事業現場において、民間企業が活用。
（注）成果が活用されている可能性があっても、上記のような活用実績が確認されていない

ものは、ＢまたはＣとして整理する。

Ｂ ①都道府県の奨励品種として採用。種苗増殖中。

近い将来（数 ②独立行政法人等育成新品種命名。品種登録出願。

年以内）に経 ③特許出願・公開・取得段階等。

済活動等で活 ④実証展示、技術講習、説明会実施。

用が見込まれ ⑤普及機関や研究機関での試験栽培。予備試験等を実施。

る ⑥現場適用のための成果の改良研究実施中。

⑦事業現場・事業計画等での活用を検討中(適用性についての委託研

究を実施等）。

Ｃ ①社会的、経済的状況変化等により活用されていない。

現時点で経済 ②品種・技術の改良を要する。

活動等に活用 ③後継研究の優良成果に代替。

されていない

（Ｂを除く）


